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The Formation of Income Taxation and the Characteristics of 




































































































。ピット政権下の所得税では、所得を 4 つの項目（head）に大別し、19 の事項（case）
に基づき申告を行うことが義務付けられた。表 1は導入当時の所得分類である 9)。
表 1　ピット所得税における所得の分類
出所： Stephan Dowell, A History of Taxation and Taxes in England from the earliest times to the present day 










源泉説」の修正を求め、1920 年、1955 年の王立委員会の勧告を経て、1962 年財政法（Finance 
Act 1962）において、キャピタルゲインのうち、投機的な短期譲渡所得に対する課税が断行









。「1988 年所得および法人税法」（Income and Corporation Taxes Act 1988）では、別表 A、D、E、
F の 4 つに分類され、さらに、別表 D および別表 E は事項（case）という項目による詳細な
所得区分が設定されていた。ICTA1988 において、法人税の対象は、会社の利益（profi t）とされ、
所得（income）と課税対象となる利得（chargeable gain）を意味する 13)。
　現行の法人税法は「2009 年法人税法」（Corporation Tax Act 2009: 以下、CTA 2009）、「2010







　表 2のように、法人税の課税対象所得（chargeable profi ts）には、分類所得税制において、
別表 DI であった事業所得、別表 A であった不動産所得、別表 DIII であった非事業貸付関連























。「1998 年の財政法」（Finance Act 1998）において、課税所得
の算定は、「一般に公正妥当と認められた会計実務」（generally accepted accounting practice）に
基づいて作成された財務諸表を基礎とし、特定の法律・判例法による税務上の調整を経て行
われることとなった。1998 年の改正を受け、内国歳入庁によって発行された通達によれば、
収益・費用の認識も UK-GAAP に準拠して行われ、IFRS に基づき算定された利益も会計上
表 2　法人の課税所得計算構造







and vocations）から生じる収入をいい、1 課税年度の基準期間（basis period）における全所得
が課税対象とされる。法人税法上の事業所得は、課税事業年度に生じた会計上の収入金額（益
金項目）から、別表 DI 所得として認識されない非事業所得や控除可能な支出（損金項目）




ている。損金性の有無について、 も重視される点は、専ら（wholly and exclusively）事業目
的のために支出された費用であるかどうかであり、事業関連性のある支出に限り控除される

























































































定税率区分資産」（special rate pool）のどちらに該当するかによって適用償却率が異なる 25)。
表 3には、区分資産の具体例が示されている。
表 3　税率区分別適用対象資産





の排ガスが 110g/1km 以下（2018 年 4 月 1 日前取得の場合は、130g/1km 以下）のものに 18％
の償却率が適用される。
　一方、「特定税率区分資産」には6％の償却率が適用され、1km当たりの排ガスが110g超（2018
年 4 月 1 日前取得の場合は、130g/1km 超）の自動車、CAA 2001 に列挙されている資産（電気・
水道設備、冷暖房設備、エレベーター、エスカレーター、動く歩道、外接の日よけ）、建物
断熱材や太陽光熱材、耐用年数が 25 年以上の資産（年額 100,000 ポンド以上の支出に限定）
に該当する場合に「特定税率区分資産」として取り扱われる。
　たとえば、毎年 7 月 31 日を決算日とする事業者が 2018 年 8 月 1 日に事業を開始し、表 4




　まず、a 自動車および b 自動車はともに一般税率区分資産であるため、一般税率区分投入
額 19,000（＝ 8,600 ＋ 10,400）ポンドに 18％の償却率を乗じた 3,420（＝ 19,000×18％）ポン
ドが 2019 年 7 月 31 日における減価償却額となる。
　次に 2020 年決算日における減価償却額を計算する。一般税率区分投入額の未償却残高
15,580（＝ 19,000 － 3,420）ポンドのうち b 自動車を 6,400 ポンドで売却しているため、残額
の 9,180（＝ 15,580 － 6,400）ポンドに 18％を乗じた 1,652（＝ 9,180×18％）ポンドが一般税
率区分資産償却額となる。c 自動車は特定税率区分資産に該当するため、特定税率区分資産






















　したがって、たとえば、ある課税年度末の区分残高が 3,200 ポンドである設備・機械を 4,020






investment allowance）と初年度償却（First year allowance）が適用されている。
　年次投資償却は、自動車以外の一般設備・機械に対する支出額のうち毎年 初の 200,000
表 5　普通償却費の資産区分別計算方法




















120,000 ＋ 80,000）ポンドが年次投資償却として即時償却され、一般税率区分残高の 40,000（＝
160,000 － 120,000）ポンドに対しては「一般税率区分資産」の償却率 18％が適用されるため、
結果として当該課税期間の控除額が 大となる。
　なお、年次投資償却の限度額は、2010 年 4 月 6 日以後、50,000 ポンドから 100,000 ポンド
に引き上げられ、2012 年 4 月 6 日以後は 25,000 ポンドへと引き下げられた。2013 年の 1 月
1 日から 2014 年の 12 月 31 日の 2 年間は、控除限度額が 10 倍の 250,000 ポンドとなった 32)。
さらに、2016 年 1 月 1 日以後から 200,000 ポンド（おおよそ 26,800,000 円）、ただし、2019
















末日から 2 年以内に届け出を行わなければならない（CAA 2001, Sec. 83(b)）。
　わが国においても、事務手続の煩雑さを解消するべく、少額資産の損金算入制度が設けら
れており、取得価額が 100,000 円未満の資産は一時に損金算入が認められる。また、取得価
額が 300,000 円未満の事業用資産に対して、年間 3,000,000 円までの損金算入が認められる中
小企業者等の特例が設けられている。しかし、年次投資償却の場合、設備・機械の支出額に







設備・機械への投資促進を図る目的で導入された。2008 年 4 月に年次投資償却が導入される










　①  2021 年 3 月 31 日以前に生じた 1km 当たりの排ガス 50g 以下の自動車に係る支出
　②  2021 年 3 月 31 日以前に生じた天然ガス、バイオガス、水素燃料を燃料とする乗物を使
用する設備・機械に対する支出
　③省エネや水利用効率の高い設備・機械























た額を控除することができる。 物価調整控除額は、資産売却月の小売物価指数（retail price 




　たとえば、RPI が 174.4 である 2001 年 7 月に機械を 1,200 ポンドで取得し、RPI が 224.8 で
ある 2010 年 8 月に 3,350 ポンドで売却した場合、物価調整控除額は RD と RI の差額を RI で
除した 347｛＝（224.8 － 174.4）÷ 174.4）｝ポンドとなり、物価調整前キャピタルゲインから
物価調整控除額を差し引いた 1,803（＝ 2,150 － 347）ポンドの課税対象キャピタルゲインが
表 7のように算出される。
表 7　物価調整を伴う資産売却の計算例
出所： Alan Melville, Taxation Finance Act 2019 Twenty-Fifth edition, 
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